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教職員の服務規律等の実態に関する調査へ地公三者共闘会議が緊急申し入れを実施－4/20
１　若干の経過
（１）道教委は道議会第１回定例会において、北教組の「選挙に係わる事件」を口実に「教職員の服務規律等の実態に関する調査」を実施するとともに、保護者等による「通報制度」を導入することを答弁し、４月に調査を強行することとしています。

（２）今回の調査は、勤務時間中の組合活動、教職員の政治的行為、長期休業中の校外研修、学校運営、教育課程、勤務実績の勤勉手当への反映、北教組などの職員団体との関係などを調べるもので、多岐に渡った内容となっています。道教委はこの調査について北教組や自治労などの職員団体と一切協議を行わず、３月３０日には一方的に各自治体の教育委員長、教育委員会等へ調査票を発信しました。
（３）こうした動きに対して、連合北海道は、４月１２日道教委教育長に対し、不当な組合弾圧に抗議し、「調査」等の撤回を求める要請書を提出し、労使関係の正常化はもとより、道教委の誠意ある対応を求めてきているところです。また、自治労北海道本部としては北教組や全道庁労連と連携して、地公三者共闘会議として調査等の撤回を求める要請行動を４月２０日１７時から実施しました（道教委の対応は教育職員監）。
２　今回の調査等に対する道本部としての見解

（１）そもそもこのような調査を実施すること自体が、日本国憲法に定められた労働基本権の中でも団結権の侵害にあたるもので、地方公務員法に定められた正当な職員団体の活動（＝労働組合活動）へ介入するものであり、断じて認めることはできません。さらに道教委が通知文書で明記しているように不当労働行為に該当する疑いもあることから、極めて問題のある行為と考えます。また、「通報制度」に関しては、組合活動や学校現場の教育活動を監視し保護者等に通報させるという制度は、教職員間や教職員と保護者及び地域との信頼関係を損なうものであり、学校教育の現場には必要ない制度であると考えます。
（２）自治労北海道本部としては、公立学校の栄養教諭を一部組織化しているため、今回の調査等が関係する組合員の正当な組合活動の一部が制限されるとの判断に立って、具体的な調査内容を把握してきました。また、地公三者共闘会議の一員として、北教組及び全道庁労連と連携して、調査等の実施については行わせないように対処してきたところです。

３　具体的な要請行動の内容と道教委の回答及び抗議行動について
　４月２０日、地公三者共闘会議から道教委当局に対して実施した要請内容は別紙のとおりです。
冒頭、申入書を提出しましたが、その際、地公三者共闘は「今回の調査等は教育現場のみならず知事部局や道内市町村への影響が多大にあり、不当労働行為そのものだ」と指摘し、強く抗議を申し入れました。これに対し、道教委は「先の衆議院選挙にかかわり教職員が加入している職員団体の幹部が逮捕・起訴されたことは誠に遺憾であり、現場の教職員はもとより保護者や地域の方々にも大きな不安や不信を与えたもの」「今回の調査は文科省からの調査要請を踏まえ本道の学校教育に対する道民の信頼を確保するため、教職員の服務規律の状況等について調査を行うものである」と回答し、調査に対する理解を求める姿勢に終始しました。
また、地公三者共闘会議は「今回の調査は不当労働行為に該当するだけでなく、教育の現場がたいへん混乱しており、調査自体が極めて政治的な背景から行われている内容であり調査実施については撤回すべき」と違法性を指摘しながら道教委を追及しましたが、道教委は「調査自体には問題が無く、調査を進めるにあたっての言動によっては問題となることもあり得る」と回答し、調査の正当性に固執する姿勢に終始しました。
さらに、「通報制度」に関しては、そもそもこのような制度は学校現場と保護者や地域との信頼関係を損ない、不信感を煽るものであることから、保護者などによる通報制度は導入すべきではないと指摘し、他県の運用状況について質しました。これに対し道教委は「現在、導入に向けた具体的内容の検討を鋭意進めているところ。他県においては法令違反を内容として実施しているところもある。より広く直接情報やご意見を聞く公聴制度の一つと考えているところ」と回答し、あくまで導入を前提に検討するとの不満な回答に終始しました。このように、道教委の姿勢は私たちの指摘に対して一切考慮しない頑なな姿勢に終始したことから、交渉は最後まで平行線となったため、地公三者共闘会議は「一方的な進め方には極めて問題があるし、労使双方が真摯に話し合う姿勢が必要だ。申し入れの内容を受け止めて十分な検討を行うよう求めておく」と指摘し、申入書提出の交渉を終了しました。
４　今後の対応について
（１）以上のとおり、道教委当局は実態調査の実施と通報制度の導入の姿勢を変えようとしていないが、連合北海道をはじめ、多くの労組や団体が道教委に対して申し入れが行われてきている。昨日の申し入れ終了後、地公三者共闘会議としては、「不当労働行為をはじめとして深刻な人権問題にも発展しかねない課題であることから、断固たる態度で事態の解決に向け取り組みをすすめる」とする見解を示していることから、道本部としても引き続き連合北海道、地公三者共闘会議と十分な連携の元で取り組みを展開していきます。

（２）今回の調査対象職員は道教委が示した「要領」によると、①市町村立学校に勤務する県費負担教職員、②北海道立の高等学校、中等教育学校及び特別支援学校に勤務する職員となっており、産休代替、育休代替及び期限付任用者を調査対象に含み、非常勤職員（再任用短時間勤務職員を含む）及び調査期間の全てについて休職等の理由により勤務していない職員は除外されています。

従って、各単組においては道費の栄養教諭及び栄養職員等が調査の対象となりますので、職員の組合所属の有無を含めて確認した上で、学校現場においての具体的な対応については、北教組の対応策と連動して取り組むこととしますのでその旨を周知して下さい。
　　　なお、具体的な対応で不明な点が生じた場合は道本部組織部（灰野・伊藤）まで問い合わせ願います。
（別紙－申入書の内容）

2010年４月20日
北海道教育委員会

教育長 高橋 教一 様
北海道公務員共闘会議地公三者共闘会議

議 長 出村 良平
「教職員の服務規律等の実態に関する調査」の実施及び
保護者等による「通報制度」の導入に対する申し入れ

日頃の本道の教育行政における貴職のご尽力に心から敬意を表します。

さて、北海道教育委員会(以下「道教委」)は、３月30日、各道立学校長及び各市町村教育委員会教育長に対して、標記の調査実施を通知しました。道教委は、調査の目的を「子どもたちや現場の教職員、保護者や地域の方々の不安や不信を取り除き学校教育に対する道民の信頼を確保するため」としていますが、広範囲に強権的な調査を実施することで、正当な組合活動までも全て違法とし、組合の弱体化を狙ったものと言わざるを得ず、私達は容認できません。

本来、教職員の労働者として権利や教職員組合がもつ権利は、憲法で保障されたものであり、本調査は、労働基本権、とりわけ団結権を侵害し、正当な組合活動に介入する不当労働行為につながるものです。しかも、実施にあたって、個々人の聞き取りを学校長に指示し、職務命令と懲戒処分をちらつかせながら自分がした行為だけではなく見聞きしたことまで報告させるという手法は、教職員の個人の内面にまで踏み込み、深刻な人権問題と教育現場の混乱を引き起こすものです。

また、貴職は、組合活動や学校現場の教育活動を監視し、保護者等に通報させる「通報制度」を導入すると道議会において答弁しましたが、そのような制度は教職員間や教職員と保護者・地域との信頼関係を損ない、不信感を煽るものであり、実施すべきではありません。

私達は、地方公務員の労働団体として、貴職に対して標記調査の実施と通報制度の導入について次の理由から中止を申し入れ、見解を求めるものです。

記

１ 校長が、個々の教職員に対して、組合活動の実態を聴取し、「見聞きしたこと」までの報告を求めることは、組合員には個々人の監視を行い、組合員以外には密告を奨励するものであり、組合活動への強い萎縮効果をもたらすことを狙った不当なものである。本調査は、組合活動の自主性を侵害する不当な介入であり、不当労働行為であること。

２ 過去５年間の政治的行為について詳細に調査することは、国民としての正当な政治活動まで問題視することになり、組合活動の実態調査に留まらず、教職員に対する思想調査に等しく、憲法で保障された思想・良心の自由や政治活動の自由を著しく侵害するものであること。

３ 交渉内容の詳細を調査することで、職場における交渉・話し合いを、管理運営事項として拒否し、勤務条件に関わる正当な交渉権を制限しようとするものであること。

４ 道教委は、この調査項目の中には懲戒処分の対象となる行為も含まれているとしているが、処分をちらつかせ密告を奨励する手法は、教育現場に不信と混乱をもたらし、教職員に多大な心理的不安を与えるものであり、信頼関係に基づく教職員間の関係や労使関係を破壊するものであること。

５ 保護者などによる通報制度の導入は、職員間や教職員と保護者・地域との信頼関係を損ない、不信感を煽るものであること。

６ 以上の理由から、私達は、「教職員の服務規律等の実態に関する調査」を直ちに中止し、合わせて保護者等による「通報制度」は導入しないことを強く求めます。

以上
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